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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／内外／資産複合 

信 託 期 間 2018年６月20日から2023年２月27日までです。 

運 用 方 針 
中長期的な信託財産の着実な成長と安定した収

益の確保を目指して運用を行います。 

主 要 

投 資 対 象 

マルチアセット・ 

ス ト ラ テ ジ ー 

ファンド 

ＧＮマルチアセット・ストラ

テジーマザーファンドの受益

証券を主要投資対象とします｡ 

ＧＮマルチアセッ

ト・ストラテジー

マザーファンド 

国内外に上場する投資信託証

券および指数先物、国債を主

要投資対象とします。 

主 な 

組 入 制 限 

マルチアセット・ 

ス ト ラ テ ジ ー 

ファンド 

株式への実質投資割合は、信

託財産の純資産総額の25％以

内とします。 

外貨建資産への実質投資割合

には、制限を設けません。 

ＧＮマルチアセッ

ト・ストラテジー

マザーファンド 

株式への投資割合は、信託財

産の純資産総額の25％以内と

します。 

外貨建資産への投資割合に

は、制限を設けません。 

分 配 方 針 

年２回（毎年２月10日・８月10日、当該日が休

業日の場合は翌営業日）決算を行い、以下の方

針に基づき分配を行います。 

・分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収

益と売買益（評価益を含みます。）等の全額

とします。 

・収益分配金額は、上記の範囲内で、基準価額

水準等を勘案して委託会社が決定します。 

 

 

 

運用報告書（全体版) 

愛称：なごみの杜 
マルチアセット・ストラテジー 

ファンド 

 
第３期（決算日 2020年２月10日) 

 

受益者の皆様へ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます｡

さて、「マルチアセット・ストラテジーファン

ド」は、このたび第３期の決算を行いましたの

で、期中の運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い

申し上げます。 

 

株式会社GCIアセット・マネジメント 
東京都千代田区西神田3-8-1 

お問い合わせ先（投信ビジネス・グループ) 

TEL：03-3556-5040（営業日の９:00～17:00） 

URL：https://www.gci.jp 
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■設定以来の運用実績 

決 算 期 

基 準 価 額 株 式 
先 物 
比 率 

債 券 
組 入 
比 率 

債 券 
先 物 
比 率 

投 資 

信託証券 

組入比率 

純資産 

総 額 (分配落) 
税 込 
分配金 

期 中 
騰落率 

(設 定 日) 円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円 

2018年６月20日 10,000 － － － － － － 3,009 

１期（2019年２月12日） 9,892 0 △1.1 △10.2 73.8 △39.0 17.4 10,611 

２期（2019年８月13日） 10,026 75 2.1 △5.5 62.3 △37.0 13.2 13,658 

３期（2020年２月10日） 10,001 10 △0.1 △10.5 74.7 △54.7 13.4 16,808 

（注）基準価額の期中騰落率は分配金込みです。 
（注）設定日の基準価額は１万口当たりの当初設定元本、設定日の純資産総額は当初設定元本です。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しております。以下同じ。 

（注）株式先物比率、債券先物比率は「買建比率－売建比率」で算出しております。以下同じ。 

（注）当ファンドは、値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 
 
 

■当期中の基準価額等の推移 

年  月  日 

基 準 価 額 株 式 
先 物 
比 率 

債 券 
組 入 
比 率 

債 券 
先 物 
比 率 

投 資 

信 託 証 券 

組 入 比 率  
騰 落 率 

(期   首) 円 ％ ％ ％ ％ ％ 

2019年８月13日 10,026 － △5.5 62.3 △37.0 13.2 

８月末 10,034 0.1 △12.4 62.1 △32.8 12.9 

９月末 9,985 △0.4 △12.6 65.6 △33.1 13.1 

10月末 9,948 △0.8 △12.9 71.8 △13.5 13.5 

11月末 9,952 △0.7 △12.7 69.9 △7.9 13.3 

12月末 9,888 △1.4 △12.4 68.8 △12.8 13.0 

2020年１月末 10,006 △0.2 △7.6 74.7 △56.0 12.3 

(期   末)       

2020年２月10日 10,011 △0.1 △10.5 74.7 △54.7 13.4 

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
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運用経過    

■当期中の基準価額等の推移 

 
 

期  首：10,026円 

期  末：10,001円（既払分配金（税引前）：10円） 

騰 落 率：△0.1％（分配金再投資ベース） 

 
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 
（注）分配金を再投資するか否かについてはそれぞれの受益者が利用されるコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税

条件も異なります。従って、それぞれの受益者の損益状況を示すものではありません。 

 

■基準価額の主な変動要因 

当ファンドの基準価額は下落し、当期間のリターンは△0.1％となりました。 

当期は、中長期的な金利低下（債券価格は上昇）を見込み、欧米国債を中心に運用を行いました。

９月から年末にかけての金利上昇（債券価格は下落）局面では、基準価額は軟調に推移しましたが、

年初からの金利低下により基準価額は回復基調となりました。海外金利が上下に変動する中、金利

上昇局面での実質組入比率引き上げ、金利低下局面での利益確定のための実質組入比率の引き下げ

を繰り返し行った米国債を中心とした欧米債券がプラスに寄与しました。国内外株式は、反落リス

クが高いとの判断から実質組入比率を低位に保ちましたが、株価上昇により小幅なプラスに寄与し

ました。 

運用収益はプラスとなりましたが、信託報酬等のコストを補うことができなかったため、当期間

のリターンはマイナスとなりました。 

詳しくは、「投資環境」をご参照ください。 
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■投資環境 

米中貿易摩擦の激化等を背景に景気減速が懸念される中、米連邦準備制度理事会（FRB）は2019

年７月以降３回連続で予防的利下げを実施しました。８月には米中対立がピークに達したことでリ

スクオフ（投資家がリスク性資産への投資に消極的になる）の展開となり、欧米金利は大きく低下

し、世界的に株価も下落しました。しかし、９月以降、米中貿易交渉進展への期待の高まりから一

転、年末にかけて株価は上昇し、欧米金利も上昇しました。2020年に入ると、中東の地政学リスク

の高まりや新型コロナウイルスへの懸念から再び欧米金利は低下しました。 

 

【国内債券】 

当期の国内債券市場は下落（金利は上昇）しました。日銀による追加緩和期待が後退したことに

伴い、国内10年国債利回りは期初の△0.23％から０％付近まで上昇しました。 

 

【国内株式】 

当期の国内株式市場は上昇しました。８月に米中対立の激化を受けて日経平均株価は20,000円台

前半に下落しました。しかし、その後米中貿易交渉が進展するとの期待が高まり、国内株式は上昇

に転じ高値を更新する展開となりました。 

 

【米国債券】 

当期の米国債券市場は上昇（金利は低下）しました。米中貿易摩擦の激化等を背景に景気減速が

懸念される中、米FRBは７月以降３回連続で利下げを実施しました。８月には米中対立がピークに

達し、米国10年国債利回りは一時1.4％台前半に低下しました。その後、米中貿易交渉進展期待

から、年末にかけて1.9％台に上昇しました。2020年に入ると、中東の地政学リスクの高まりや新

型コロナウイルスへの懸念から再び1.5％台に低下する展開となりました。 

 

【米国株式】 

当期の米国株式市場は上昇しました。８月に米中対立がピークとなる中で、米国株式は軟調に推

移する局面もありましたが、米FRBの利下げが好感されたほか、好調なハイテク株に牽引され主要

株価指数は史上最高値を更新する展開となりました。 

 

【欧州債券】 

当期の欧州債券市場は下落（金利は上昇）しました。欧州中央銀行（ECB）による追加緩和が当

面ないとの思惑や、欧州の景気底入れに対する期待などから、ドイツ・フランス10年国債利回りは

上昇傾向で推移しました。しかし、2020年に入ると、地政学リスクの高まりや新型コロナウイルス

への懸念の強まりを背景に再び低下に転じました。 
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【欧州株式】 

当期の欧州株式市場は上昇しました。英国の秩序なきEU離脱が回避されたことや、欧州の景気底

入れ期待などから堅調に推移しました。 

 

■当該投資信託のポートフォリオ 
当ファンドでは、ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンドの受益証券への投資を通じ

て、主に国内外に上場する投資信託証券および指数先物、国債に投資を行いました。マザーファン

ドへの投資については、当期を通じて、当ファンド全体の組入比率が高位となるよう運用を行いま

した。 

 

マザーファンドにおいては、株式会社和キャピタルより投資助言を受け、ファンダメンタルズ分

析に基づき、市場環境を考慮した機動的な運用を行いました。 

 

債券は米国債を中心にポートフォリオを構築しました。米国10年国債利回りが1.4％台に低下し

た局面で米国債の実質組入比率を３％程度まで引き下げた後、1.9％付近に上昇する局面で再び

50％程度まで引き上げました。2020年に入り地政学リスクが高まった局面では56％まで引き上げ、

その後1.5％台に金利低下した局面で８％程度まで引き下げるなど売買を繰り返しました。欧州債

券は、ドイツ国債、フランス国債ともに金利上昇局面での押し目買いを中心に運用を行いました。 

株式は慎重な姿勢で売買を行いました。国内株式については、８月に米中対立が深刻化し株式市

場が軟調に推移した局面で実質組入比率を９％程度まで引き上げる場面もありましたが、リスク要

因が多かったことから売却し、その後は実質組入比率を低位に保ちました。経済の減速懸念が強い

欧州株式と、最高値水準の米国株式については、下落リスクが高いと判断し、慎重な姿勢としまし

た。 

 

■当該投資信託のベンチマークとの差異 

当ファンドは、値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 
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■分配金 

収益分配金については、基準価額水準、市況動向等を勘案し、10円の分配を行いました。 

なお、収益分配に充てなかった収益は、信託財産中に留保し、運用の基本方針に基づいて引き続

き元本と同一の運用を行います。 
 

【分配原資の内訳】                      （単位：１万口当たり・税引前) 

項目 
第３期 

2019年８月14日～2020年２月10日 

当期分配金 （円） 10 

（対基準価額比率） （％） 0.100 
 当期の収益 （円） 10 
 

当期の収益以外 （円） － 

翌期繰越分配対象額 （円） 80 

（注）円未満は切り捨てているため、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。 
（注）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります｡ 
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今後の運用方針   

【マルチアセット・ストラテジーファンド】 

引き続き、運用の基本方針に従い、ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンドの受益証

券への投資を通じて、主に国内外に上場する投資信託証券および指数先物、国債に投資することに

より、中長期的な信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指します。実質外貨建資産につ

いては、原則として為替ヘッジにより為替リスクの低減を図ることを基本とします。マザーファン

ドの組入比率は、原則として高位を保ちます。 
 

【ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンド】 

マザーファンドの運用については、株式会社和キャピタルより投資助言を受けます。マザーファ

ンドにおいては、米国、欧州債券を中心に日米欧の株式を適宜組み入れ、機動的な売買を行う方針

です。 

国内債券については、日銀による金融緩和政策の長期化により、金利は低位安定推移が予想され、

リターンが見込み難いことから引き続き慎重な姿勢とします。 

国内株式については、金融緩和により買い需要はあるものの、新型コロナウイルスの影響によ

る景気鈍化および日本企業の業績懸念から、当面は上昇しにくい環境にあると予想されます。しか

し、11月の米国大統領選挙の動向や地政学リスクにより、上下する展開も見込まれることから機動

的な売買を行う方針です。 

米国債券については、米国経済の成長加速やインフレ懸念のない中、長期金利は中長期的に低下

基調が続くと予想するため、一時的に金利上昇する局面での組入比率引き上げを基本としつつ、

ポートフォリオの中心として運用を行う方針です。 

米国株式については、ハイテク分野への期待が強く、緩和的な金融環境が株価を下支えするものの、

米国大統領選挙に向けた動きや地政学リスクの高まりなどから上下に振れる展開も予想されること

から、下落局面での組入比率引き上げ、上昇局面での利益確定売却など、機動的な売買を行う方針

です。 

欧州債券については、欧州の不安定な政治、硬直的な財政政策などから経済の回復が鈍く、長期

金利は緩やかな低下基調を見込むため、一時的な金利上昇局面での組入比率引き上げを基本方針と

します。 

欧州株式については、景気減速懸念が強く、上昇は限定的と予想されるため、慎重な姿勢とします。 
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■１万口当たりの費用明細 

 
項目 

第３期  
項目の概要 2019年８月14日～2020年２月10日 

金額 比率 

(a) 信託報酬 43円 0.435％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×(期中の日数÷年間日数) 

   期中の平均基準価額は9,968円です。 

（投信会社） (31)  (0.310)  委託した資金運用と受託会社への指図、基準価額の算出、法定書面の 

   作成等の対価 

（販売会社） (11)  (0.109)  交付運用報告書等の各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、 

   購入後の情報提供等の対価 

（受託会社） ( 2)  (0.016)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価 

(b) 売買委託手数料 1   0.006   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 

×10,000 

（投資信託証券） ( 0)  (0.001)  売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

（先物・オプション） ( 1)  (0.005)   

(c) その他費用 1   0.010   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数×10,000 

（保管費用） ( 0)  (0.004)  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び
資金の送金・資産の移転等に要する費用 

（監査費用） ( 0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

（その他） ( 0)  (0.003)  その他は、信託事務の処理に要するその他の費用 

合計 45   0.451    

（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料及びその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンド

に対するものを含みます。 

（注）各金額は、項目ごとに円未満を四捨五入しています。 

（注）各比率は、１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数第３位未満を四捨五入しています。 
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（参考情報）総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有

価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数

で除した総経費率（年率）は 0.97％です。 

 

 

 
（注）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注）マザーファンドの投資対象先ファンドが支払った費用の比率は、単位未満のため表示していません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 

（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。 
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■売買及び取引の状況 
親投資信託受益証券の設定、解約状況           （2019年８月14日から2020年２月10日まで) 

フ ァ ン ド 名 
設       定 解       約 

口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 

ＧＮマルチアセット・ストラテ

ジ ー マ ザ ー フ ァ ン ド 
3,063,374 3,110,000 － － 

（注）金額は受渡し代金です。 
（注）単位未満は切り捨てています。 
 
 

■利害関係人との取引状況等（2019年８月14日から2020年２月10日まで） 

該当事項はありません。 
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 11条第１項に規定される利害関係人です。 
 
 

■第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業または商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況（2019年８月14日から2020年２月10日まで) 
該当事項はありません。 

 
 

■組入資産の明細 
親投資信託残高                          （2020年２月10日現在) 

フ ァ ン ド 名 

期 首（前 期 末） 当    期    末 

口     数 口     数 評  価  額 

 千口 千口 千円 

ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンド 13,322,103 16,385,478 16,762,344 

（注）口数・評価額の単位未満は切り捨てています。 

（注）ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンドの期末の受益権総口数は16,385,478千口です。 

 

■投資信託財産の構成                      （2020年２月10日現在) 

項              目 
当    期    末 

評   価   額 比  率 

 千円 ％ 

ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンド 16,762,344 99.2 

コ  ー  ル  ・  ロ  ー  ン  等  、  そ  の  他 138,304 0.8 

投 資 信 託 財 産 総 額 16,900,648 100.0 

（注）評価額の単位未満は切り捨てています。 
（注）ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産（13,235,454千円）の投資信託財産総額

（16,941,266千円）に対する比率は78.1％です。 
（注）外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、

１米ドル＝109.67円、１ユーロ＝120.10円です。 
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■資産、負債、元本及び基準価額の状況 
（2020年２月10日現在） 

項          目 当  期  末 

(A) 資 産 16,900,648,141円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 138,303,875 

 
ＧＮマルチアセット・ストラテジー

マ ザ ー フ ァ ン ド ( 評 価 額 ) 
16,762,344,266 

(B) 負 債 92,574,663 

 未 払 収 益 分 配 金 16,806,539 

 未 払 解 約 金 10,446,533 

 未 払 信 託 報 酬 64,881,232 

 未 払 利 息 359 

 そ の 他 未 払 費 用 440,000 

(C) 純  資  産  総  額(A－B) 16,808,073,478 

 元 本 16,806,539,610 

 次  期  繰  越  損  益  金 1,533,868 

(D) 受 益 権 総 口 数 16,806,539,610口 

１万口当たり基準価額(C／D) 10,001円 

（注）当ファンドの期首元本額は13,622,742,050円、期中追加設定

元 本 額 は 3,641,210,698 円 、 期 中 一 部 解 約 元 本 額 は

457,413,138円です。 

（注）１口当たり純資産額は1.0001円です。 
 

■損益の状況 
当期（2019年８月14日から2020年２月10日まで） 

項        目 当    期 

(A) 配 当 等 収 益 △40,942円 

 支 払 利 息 △40,942 

(B) 有  価  証 券 売  買  損 益 64,521,486 

 売 買 益 63,841,112 

 売 買 損 680,374 

(C) 信 託 報 酬 等 △65,321,282 

(D) 当  期  損  益  金(A＋B＋C) △840,738 

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 59,498,747 

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 △40,317,602 

 (配 当 等 相 当 額) (38,759,264) 

 (売 買 損 益 相 当 額) (△79,076,866) 

(G)     計    ( D + E + F ) 18,340,407 

(H) 収 益 分 配 金 △16,806,539 

 次 期 繰 越 損 益 金(G+H) 1,533,868 

 追 加 信 託 差 損 益 金 △40,317,602 

 (配 当 等 相 当 額) (42,461,254) 

 (売 買 損 益 相 当 額) (△82,778,856) 

 分 配 準 備 積 立 金 93,229,560 

 繰 越 損 益 金 △51,378,090 

（注）(B)有価証券売買損益は、期末の評価換えによるものを含み
ます｡ 

（注）(C)信託報酬等には、信託報酬に対する消費税等相当額を含
めて表示しています。 

（注）(F)追加信託差損益金とは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注）(H)収益分配金の額の計算過程については、以下の表をご参
照ください。 

項        目 当   期 

計算期間末における配当等収益から費用を控除した額 50,537,352円 

有価証券売買等損益から費用を控除した額 0円 

信託約款に規定される収益調整金 42,461,254円 

信託約款に規定される分配準備積立金 59,498,747円 

分配対象収益 152,497,353円 

（１万口当たり） 90円 

分配金額 16,806,539円 

（１万口当たり） 10円 
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■分配金のお知らせ 
 第 ３ 期 

１ 万 口 当 た り 分 配 金 （ 税 引 前 ） 10円 

※分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 
※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回る

部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 
※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 
 

 
■お知らせ 
◇約款変更 

該当事項はありません。 
 

◇運用体制の変更 

該当事項はありません。 
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運用報告書 

第２期（決算日 2020年２月10日） 

＜計算期間 2019年２月13日～2020年２月10日＞ 

ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンドの第２期の運用状況をご報告申し上げます｡ 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
信 託 期 間 無期限（2018年６月20日設定） 

運 用 方 針 中長期的な信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。 

主要投資対象 国内外に上場する投資信託証券および指数先物、国債を主要投資対象とします。 

主な組入制限 
株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の25％以内とします。 
外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。 

 

ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンド 
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■設定以来の運用実績 

決 算 期 

基 準 価 額 株 式 
先 物 
比 率 

債 券 
組 入 
比 率 

債 券 
先 物 
比 率 

投 資 

信託証券 

組入比率 

純資産 

総 額 
 

期 中 
騰 落 率 

(設 定 日) 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円 

2018年６月20日 10,000 － － － － － 3,000 

１期（2019年２月12日） 9,947 △0.5 △10.3 74.1 △39.2 17.5 10,565 

２期（2020年２月10日） 10,230 2.8 △10.6 74.9 △54.9 13.4 16,762 

（注）設定日の基準価額は１万口当たりの当初設定元本、設定日の純資産総額は当初設定元本です。 
（注）株式先物比率、債券先物比率は「買建比率－売建比率」で算出しております。以下同じ。 

（注）当ファンドは、値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 
 
 

■当期中の基準価額等の推移 

年  月  日 

基 準 価 額 株 式 
先 物 
比 率 

債 券 
組 入 
比 率 

債 券 
先 物 
比 率 

投 資 

信 託 証 券 

組 入 比 率  
騰 落 率 

(期   首) 円 ％ ％ ％ ％ ％ 

2019年２月12日 9,947 － △10.3 74.1 △39.2 17.5 

２月末 9,951 0.0 △16.3 73.1 △27.5 17.6 

３月末 10,032 0.9 △5.0 67.4 △63.7 16.4 

４月末 10,062 1.2 △14.5 67.3 △31.3 16.8 

５月末 10,082 1.4 △12.3 71.5 △54.0 15.3 

６月末 10,130 1.8 △13.8 68.6 △36.2 15.1 

７月末 10,128 1.8 △13.3 67.2 △17.5 14.2 

８月末 10,214 2.7 △12.5 62.7 △33.0 13.0 

９月末 10,171 2.3 △12.6 65.8 △33.2 13.1 

10月末 10,141 2.0 △13.0 72.1 △13.5 13.5 

11月末 10,151 2.1 △12.7 70.2 △8.0 13.3 

12月末 10,094 1.5 △12.4 68.9 △12.8 13.0 

2020年１月末 10,223 2.8 △7.6 74.8 △56.1 12.3 

(期   末)       

2020年２月10日 10,230 2.8 △10.6 74.9 △54.9 13.4 

（注）騰落率は期首比です。 
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運用経過    

■当期中の基準価額等の推移 

 
 

期  首： 9,947円 

期  末：10,230円 

騰 落 率：  2.8％ 

 

■基準価額の主な変動要因 

ＧＮマルチアセット・ストラテジーマザーファンド（以下、当ファンド）の基準価額は上昇し、

当期間のリターンは＋2.8％となりました。 

当期は、中長期的な金利低下（債券価格は上昇）を見込み、欧米国債を中心に運用を行い基準価

額は上昇しました。８月までの金利低下基調から一転、９月から年末にかけては金利上昇（債券価

格は下落）するなど海外金利は上下に変動しましたが、金利上昇局面での実質組入比率引き上げ、

金利低下局面での利益確定のための実質組入比率の引き下げを繰り返し機動的な運用を行った米国

債を中心とした欧米債券がプラスに寄与しました。国内外株式は、反落リスクが高いとの判断から

慎重な姿勢とし、実質組入比率を低位に保ちましたが、株価上昇により小幅なプラスに寄与しました｡ 

 

詳しくは、「投資環境」をご参照ください。 
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■投資環境 
2018年に4回の利上げを実施した米連邦準備制度理事会（FRB）は、世界的な景気減速懸念の高ま

りから、2019年に入ると金融緩和に積極的な姿勢に転換しました。米中貿易摩擦の激化等を背景に

景気減速懸念が強まる中、FRBは７月以降３回連続で予防的利下げを実施しました。８月には米中

対立がピークに達したことでリスクオフ（投資家がリスク性資産への投資に消極的になる）の展開

となり、欧米金利は大きく低下し、世界的に株価も下落しました。しかし、９月以降、米中貿易交

渉進展への期待の高まりから一転、年末にかけて株価は上昇し、欧米金利も上昇しました。2020年

に入ると、中東の地政学リスクの高まりや新型コロナウイルスへの懸念から再び欧米金利は低下し

ました。 

 

【国内債券】 

当期の国内債券市場は上昇（金利は低下）しました。米中貿易摩擦の激化や景気減速懸念を背景

とする世界的な金融緩和期待から欧米金利が大きく低下したことに連れて、国内10年国債利回りは

期初の０％付近から△0.29％へ低下した一方、９月以降は海外金利の反転や日銀による追加緩和期

待の後退を受け０％付近まで上昇するなど金利は上下に変動しましたが、当期を通じては国内債券

市場は上昇（金利は低下）しました。 

 

【国内株式】 

当期の国内株式市場は上昇しました。世界的な景気減速懸念が強まる中、米中貿易交渉の動向を

睨みながら日経平均株価は20,000円から22,500円の幅での推移が続きましたが、９月以降、米中貿

易交渉の進展期待が強まるとリスクオン（投資家がリスク性資産への投資に積極的になる）の展開

となり、23,000円台後半まで上昇しました。 

 

【米国債券】 

当期の米国債券市場は上昇（金利は低下）しました。世界的な景気減速懸念の高まりを受け、

2019年初から米FRBは金融緩和姿勢を強め７月以降３回連続で利下げを実施しました。米国10年国

債利回りは、期初の2.65％から米中対立がピークに達した８月には1.4％台前半に低下しましたが、

その後、米中貿易交渉の進展期待から年末にかけて1.9％台に上昇しました。2020年に入ると、中

東の地政学リスクの高まりや新型コロナウイルスへの懸念から再び1.5％台に低下する展開となり

ました。 

 

【米国株式】 

当期の米国株式市場は上昇しました。米中貿易交渉の動向に振らされる場面もありましたが、米

FRBの金融緩和政策に支えられ、堅調な推移となりました。９月以降は、米中貿易交渉の進展期待

からリスクオンの動きが強まったほか、好調なハイテク株に牽引され主要株価指数は史上最高値を

更新する展開となりました。 
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【欧州債券】 

当期の欧州債券市場は上昇（金利は低下）しました。米国金利の低下や欧州中央銀行（ECB）に

よる追加緩和への期待から、ドイツ・フランス10年国債利回りも低下傾向で推移し、金利は８月に

史上最低を更新しました。その後、ECBによる追加緩和期待の後退や、欧州の景気底入れに対する

期待などから金利は上昇に転じましたが、2020年に入ると、地政学リスクの高まりや新型コロナウ

イルスへの懸念を背景に再び低下に転じました。 

 

【欧州株式】 

当期の欧州株式市場は上昇しました。英国のEU離脱問題の混迷や、フランスやドイツの政治不透

明感があったものの、金融緩和期待などを背景に堅調に推移しました。 

 

■当該投資信託のポートフォリオ 
当ファンドでは、主に国内外に上場する投資信託証券および指数先物、国債に投資を行いました。 

当ファンドは、株式会社和キャピタルより投資助言を受け、ファンダメンタルズ分析に基づき、

市場環境を考慮した機動的な運用を行いました。 

債券は米国債を中心にポートフォリオを構築しました。当期を通じて米国10年国債利回りが低下

基調で推移するなか、米国債の実質組入比率を最大56％程度まで引き上げる一方、最低では３％程

度まで引き下げるなど、金利の上昇・低下を捉えた機動的な売買を繰り返しました。欧州債券は、

ドイツ国債、フランス国債ともに金利上昇局面での押し目買いを中心に運用を行いました。 

株式は慎重な姿勢で売買を行いました。国内株式については、米中対立の深刻化から株式市場が

軟調に推移した局面では実質組入比率を10％程度まで引き上げる場面もありましたが、上昇局面で

は利益確定の売却を基本とするなど、相場環境に応じた機動的な売買を行いました。秋以降はリス

ク要因が多かったことから、実質組入比率は低位を保ちました。経済の減速懸念が強い欧州株式と、

最高値水準の米国株式については、下落リスクが高いと判断し、慎重な姿勢としました。 

 

■当該投資信託のベンチマークとの差異 
当ファンドは、値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 

 

■今後の運用方針 
引き続き、運用の基本方針に従い、主に国内外に上場する投資信託証券および指数先物、国債に

投資することにより、中長期的な信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指します。 

当ファンドの運用については、株式会社和キャピタルより投資助言を受け、米国、欧州債券を中

心に日米欧の株式を適宜組み入れ、機動的な売買を行う方針です。 

国内債券については、日銀による金融緩和政策の長期化により、金利は低位安定推移が予想され、

リターンが見込み難いことから引き続き慎重な姿勢とします。 

国内株式については、金融緩和により買い需要はあるものの、新型コロナウイルスの影響による

景気鈍化および日本企業の業績懸念から、当面は上昇しにくい環境にあると予想されます。しかし、

11月の米国大統領選挙の動向や地政学リスクにより、上下する展開も見込まれることから機動的な
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売買を行う方針です。 

米国債券については、米国経済の成長加速やインフレ懸念のない中、長期金利は中長期的に低下

基調が続くと予想するため、一時的に金利上昇する局面での組入比率引き上げを基本としつつ、

ポートフォリオの中心として運用を行う方針です。 

米国株式については、ハイテク分野への期待が強く、緩和的な金融環境が株価を下支えするものの、

米国大統領選挙に向けた動きや地政学リスクの高まりなどから上下に振れる展開も予想されること

から、下落局面での組入比率引き上げ、上昇局面での利益確定売却など、機動的な売買を行う方針

です。 

欧州債券については、欧州の不安定な政治、硬直的な財政政策などから経済の回復が鈍く、長期

金利は緩やかな低下基調を見込むため、一時的な金利上昇局面での組入比率引き上げを基本方針と

します。 

欧州株式については、景気減速懸念が強く、上昇は限定的と予想されるため、慎重な姿勢とします｡ 

 

■１万口当たりの費用明細 

 
項目 

第２期  
項目の概要 2019年２月13日～2020年２月10日 

金額 比率 

(a) 売買委託手数料 1円 0.013％ (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 

×10,000 

期中の平均基準価額は10,114円です。 

（投資信託証券） (0)  (0.001)  売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

（先物・オプション） (1)  (0.012)   

(b) その他費用 2   0.024   (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数×10,000 

（保管費用） (1)  (0.009)  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び
資金の送金・資産の移転等に要する費用 

（その他) (1)  (0.015)  その他は、信託事務の処理に要するその他の費用 

合計 3   0.037    

（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注）各金額は、項目ごとに円未満は四捨五入しています。 

（注）各比率は、１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小

数第３位未満を四捨五入しています。 
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■売買及び取引の状況 
（1）公社債                       （2019年２月13日から2020年２月10日まで) 

  買  付  額 売  付  額 

外 
国 

  千米ドル 千米ドル 

ア メ リ カ 国 債 証 券 51,583 27,530 

ユ
ー
ロ 

  千ユーロ 千ユーロ 

ド イ ツ 国 債 証 券 8,399 － 

フ ラ ン ス 国 債 証 券 6,994 2,068 

（注）金額は受渡し代金です。（経過利子分は含まれておりません。） 

（注）単位未満は切り捨てています。 

 

（2）投資信託証券                    （2019年２月13日から2020年２月10日まで) 

銘  柄 
買  付 売  付 

口 数 買 付 額 口 数 売 付 額 

国
内 

 口 千円 口 千円 

日 経 ２ ２ ５ 連 動 型 上 場 投 資 信 託 － － 86,000 1,808,408 

i シェアーズ・コア 日経２２５ ET F 86,000 1,815,546 － － 

外
国 

アメリカ 口 千米ドル 口 千米ドル 

S P D R  ダ ウ 工 業 株 平 均  E T F 5,000 1,419 － － 

（注）金額は受渡し代金です。 

（注）単位未満は切り捨てています。 

 

■先物取引の種類別取引状況             （2019年２月13日から2020年２月10日まで) 

種 類 別 
買  建 売  建 

新 規 買 付 額 決 済 額 新 規 売 付 額 決 済 額 

百万円 百万円 百万円 百万円 

国 内 株 式 先 物 取 引 － － 13,257 12,810 

外 国 債 券 先 物 取 引 302 302 48,150 43,352 

（注）単位未満は切り捨てています。 

 

■利害関係人との取引状況等（2019年２月13日から2020年２月10日まで） 

該当事項はありません。 
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 
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■組入資産の明細 

公社債 

(A) 債券種類別開示 

外国（外貨建）公社債                         （2020年２月10日現在) 

区   分 

当          期          末 

額 面 金 額 
評   価   額 

組入比率 
うちＢＢ格 

以下組入比率 

残 存 期 間 別 組 入 比 率 

外貨建金額 邦貨換算金額 ５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千米ドル 千米ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

ア メ リ カ 81,000 85,682 9,396,842 56.1 － 51.9 4.1 － 

ユ
ー
ロ 

ド イ ツ 

千ユーロ 千ユーロ       

8,000 8,371 1,005,453 6.0 － 6.0 － － 

フ ラ ン ス 17,000 17,902 2,150,078 12.8 － 12.8 － － 

合   計 － － 12,552,374 74.9 － 70.7 4.1 － 

（注）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 

（注）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 

（注）単位未満は切り捨てています。 

（注）－印は組み入れなしです。 

（注）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

(B) 個別銘柄開示 

外国（外貨建）公社債                         （2020年２月10日現在) 

種   類 銘        柄 

当 期 末 

利  率 額 面 金 額 
評 価 額 

償 還 年 月 日 
外貨建金額 邦貨換算金額 

 (アメリカ) ％ 千米ドル 千米ドル 千円  

国 債 証 券 US TREASURY 1.75 6,000 6,091 668,095 2029／11／15 

 US TREASURY 1.625 26,000 26,115 2,864,117 2029／８／15 

 US TREASURY 2.375 11,000 11,760 1,289,779 2029／５／15 

 US TREASURY 2.625 8,000 8,714 955,705 2029／２／15 

 US TREASURY 2.875 6,000 6,620 726,083 2028／５／15 

 US TREASURY 2.875 11,000 12,162 1,333,887 2028／８／15 

 US TREASURY 2.875 6,000 6,320 693,182 2023／10／31 

 US TREASURY 3.125 7,000 7,896 865,990 2028／11／15 

小   計     9,396,842  

 

ユ
ー
ロ 

(ドイツ)  千ユーロ 千ユーロ   

国 債 証 券 ドイツ国債 － 6,000 6,242 749,705 2029／８／15 

 ドイツ国債 0.25 2,000 2,129 255,748 2029／２／15 

 (フランス)      

 フランス国債 － 7,000 7,057 847,593 2029／11／25 

 フランス国債 0.75 10,000 10,845 1,302,484 2028／11／25 

小  計     3,155,531  

合   計     12,552,374  

（注）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 

（注）評価額の単位未満は切り捨てています。 
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国内投資信託証券                           （2020年２月10日現在) 

銘    柄 
期首（前期末） 当   期   末 

口  数 口  数 評 価 額 組入比率 

口 口 千円 ％ 

日 経 2 2 5 連 動 型 上 場 投 資 信 託 86,000 － － － 

iシェアーズ・コア 日経２２５ ETF － 86,000 2,089,800 12.5 

合  計 
口 数 ・ 金 額 86,000 86,000 2,089,800  

銘 柄 数＜比 率＞ 1 1 <12.5％>  

（注）合計欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率です。 

（注）単位未満は切り捨てています。 

（注）－印は、組み入れなしです。 

 

外国投資信託証券                           （2020年２月10日現在) 

銘    柄 

期首（前期末) 当   期   末 

口  数 口  数 
評  価  額 

組入比率 
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 

(アメリカ) 口 口 千米ドル 千円 ％ 

SPDR ダウ工業株平均 ETF － 5,000 1,455 159,674 1.0 

合  計 
口 数 ・ 金 額 － 5,000 1,455 159,674  

銘 柄 数＜比 率＞ － 1 － <1.0％>  

（注）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 

（注）< >内は、純資産総額に対する評価額の比率です。 

（注）単位未満は切り捨てています。 

（注）－印は、組み入れなしです。 

 

先物取引の銘柄別期末残高                       （2020年２月10日現在) 

銘   柄   別 
当   期   末 

買 建 額 売 建 額 

国
内 

百万円 百万円 

株 式 先 物 取 引 日経 225 先物 － 1,773 

外
国 

債 券 先 物 取 引 Euro-OAT Futures － 640 

 Euro-Bund Futures － 439 

US 10-Year T-Note Futures － 8,122 

（注）単位未満は切り捨てています。 

（注）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 

（注）－印は組み入れなしです。 
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■投資信託財産の構成                       （2020年２月10日現在) 

項            目 
当    期    末 

評   価   額 比  率 

 千円 ％ 

公 社 債 12,552,374 74.1 

投 資 信 託 受 益 証 券 2,249,474 13.3 

コ  ー  ル  ・  ロ  ー  ン  等  、  そ  の  他 2,139,418 12.6 

投 資 信 託 財 産 総 額 16,941,266 100.0 

（注）比率は、当ファンドの投資信託財産総額に対する各資産の評価額の割合です。 

（注）評価額の単位未満は切り捨てています。 

（注）当期末における外貨建純資産（13,235,454千円）の投資信託財産総額（16,941,266千円）に対する比率は78.1％です。 

（注）外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは

１米ドル＝109.67円、１ユーロ＝120.10円です。 
  

■資産、負債、元本及び基準価額の状況 
（2020年２月10日現在） 

項          目 当  期  末 

(A) 資 産 29,637,328,573円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,472,856,536 

 公 社 債(評価額) 12,552,374,069 

 投資信託受益証券(評価額) 2,249,474,036 

 未 収 入 金 12,722,609,640 

 未 収 配 当 金 15,996,000 

 未 収 利 息 73,688,232 

 前 払 費 用 4,951,681 

 差 入 委 託 証 拠 金 545,378,379 

(B) 負 債 12,874,539,786 

 未 払 金 12,874,535,995 

 未 払 利 息 3,791 

(C) 純 資 産 総 額(A－B) 16,762,788,787 

 元 本 16,385,478,266 

 次 期 繰 越 損 益 金 377,310,521 

(D) 受 益 権 総 口 数 16,385,478,266口 

1万口当たり基準価額(C／D) 10,230円 

（注）当ファンドの期首元本額は10,621,341,421円、期中追加設定

元本額は5,764,136,845円、期中一部解約元本額は0円です｡ 

（注）元本の内訳は以下の通りです。 

・マルチアセット・ストラテジーファンド 16,385,478,266円

（注）１口当たり純資産額は 1.0230 円です。 

■損益の状況 
（2019年２月13日から2020年２月10日まで） 

項          目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 250,717,870円 

 受 取 配 当 金 51,170,000 

 受 取 利 息 199,144,952 

 そ の 他 収 益 金 1,930,532 

 支 払 利 息 △1,527,614 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 609,303,210 

 売 買 益 1,248,305,923 

 売 買 損 △639,002,713 

(C) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 △489,186,703 

 取 引 益 246,703,756 

 取 引 損 △735,890,459 

(D) そ の 他 費 用 等 △3,219,307 

(E) 当 期 損 益 金(A＋B＋C＋D) 367,615,070 

(F) 前 期 繰 越 損 益 金 △56,167,704 

(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 65,863,155 

(H)      計      (E+F+G) 377,310,521 

 次 期 繰 越 損 益 金(H) 377,310,521 

（注）(B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は、期末

の評価換えによるものを含みます。 

（注）(G)追加信託差損益金とは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 
 

■お知らせ 
◇約款変更 

該当事項はありません。 
 

◇運用体制の変更 

該当事項はありません。 


